
2021年4月1日

要介護認定について

厚生労働省老健局

資料４
社会保障審議会

介護保険部会（第122回）
令和7年６月30日



目次

１ 要介護認定の申請代行について・・・・・・・・・・・・・・３

２ 主治医意見書の事前入手について・・・・・・・・・・・・１２

2



•要介護認定の申請代行について

3



4

29.1 32 39.8 50.5 60.1 67.45.9
52.7 55.1 57.5 60.4 66.2 69.2 77.3 82.5

87.4 88.8 89 88 92.7 93.3 96.6 97.3 98.4 102.3
4.5

52.1 62.9 66.2 65.4 66.9 71.2 77.1 80.6 83.9 85.8 86.7 88.4 92.6 94.4 95.1 95.1 96.1 99.9

65.5

4 0.1 0

55.1 70.9
89.1

107
125.2 133.2

138.7 87.6 76.9 78.8 85.2 91 97
105.2 111.5

117.6 122.4 126.3 129.7
132.6 135.2 140.8 143.1

144.8 146.4

39.4
49

57.1
64.1

59.5
61.4

65.1
75.6 80.6 82.3 85.4

90.1
95.2

99.3
102.9

106.2 108.3
110.6 112.7

113.9 115.7
116.8 116.4 116.2

119.5

31.7
35.8

39.4
43.1

49.2
52.7

56 65.2 71.1
73.8 71.3

70
72.4

74.7
76.9

79.3 81.3
83.6 85.6

86.9 88.2
90.9 92.2 92.3

93

33.9
36.5

39.4

42.4
47.9

49.7
52.5 54.7 57.9

59 63
64.1

67
69.6

71.1
73 74.7 76.8

79.1 80.4
82.1 85.5

88 89.1 89.9

29
34.1

38.1

41.4
45.5

46.5
46.5 48.9

50 51.5
56.4

59.3
60.9

61.2
60.5

60.4 60.2
60.1 60.3

60.2 60.3
58.5 58.9 59.2

59.1

218.2

258.3

302.9

348.5

387.4
410.9

434.7 440.8
454.6

469.1
487.1

507.6
532.9

564.4
586

607.8
621.5 633.1

643.7
659.4 669.3

684.2 691

696.1
710.1

0

100

200

300

400

500

600

700

800

H
12
.4
末

H
13
.4
末

H
14
.4
末

H
15
.4
末

H
16
.4
末

H
17
.4
末

H
18
.4
末

H
19
.4
末

H
20
.4
末

H
21
.４
末

H
22
.4
末

H
23
.4
末

H
24
.4
末

H
25
.4
末

H
26
.4
末

H
27
.4
末

H
28
.4
末

H
29
.4
末

H
30
.4
末

H
31
.4
末

R2
.4
末

R3
.4
末

R4
.4
末

R5
.4
末

R6
.4
末

要支援 要支援１ 要支援２ 経過的 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計

（単位：万人）

（出典：介護保険事業状況報告）
注１）陸前高田市、大槌町、女川町、桑折町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江町は含まれていない。

注２）楢葉町、富岡町、大熊町は含まれていない。

（注１） （注２）

要介護認定者数の推移
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要介護認定に係る申請件数の推移

新規 更新 区分変更

（万件）

出典：介護保険総合データベース（令和７年５月集計）

要介護認定に係る申請件数の推移

＊１：平成21年４月より市町村から厚生労働省に対して要介護認定に係るデータを送信することとしたため、データ送信体制が整っていない等の理由で平成21年度のデータは少ない。

また、平成30年３月まではデータの送信は努力義務

＊２：令和元年度から令和４年度は、新型コロナウイルス感染症の発生に係る措置として、有効期間を最大12ヶ月延長できる特例を設けていたため更新申請の件数が減った

▼新型コロナウイルス感染症の発生

＊1

＊２
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要支援１
要支援２

○施設サービス
・特別養護老人ホーム
・介護老人保健施設
・介護療養型医療施設
・介護医療院

○居宅サービス
・訪問介護 ・訪問看護
・通所介護 ・短期入所 など
○地域密着型サービス
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護
・小規模多機能型居宅介護
・夜間対応型訪問介護
・認知症対応型共同生活介護 など

○一般介護予防事業
（※全ての高齢者が利用可）
・介護予防普及啓発事業
・地域介護予防活動支援事業
・地域リハビリテーション活動支援事業など

要介護１

要介護５

～

○介護予防サービス
・介護予防訪問看護
・介護予防通所リハビリ
・介護予防居宅療養管理指導 など
○地域密着型介護予防サービス
・介護予防小規模多機能型居宅介護
・介護予防認知症対応型通所介護 など

○介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・その他の生活支援サービス

予
防
給
付
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護
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付

介護サービスの利用の手続き
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非該当

※明らかに要介護認定が必要
な場合
※予防給付や介護給付による
サービスを希望している場合 等

サービス
事業対象者

総
合
事
業

※明らかに介護予防・生活支援サービス事業の対象外と判断できる場合

(サービス
事業対象者)

※予防給付を利用

※事業のみ利用
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○ 介護保険法における要介護認定の更新申請について、申請書提出の代行ができる者に、認知症対応型共同

生活介護、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護を加えるよう見直しを求める。

■提案の具体的内容

■分権提案を受けての閣議決定

○ 要介護認定及び要支援認定に係る申請代行（27 条１項及び 32 条１項）については、社会保障審議会

における議論を踏まえ、申請代行が可能な者の範囲について検討し、令和７年度中に結論を得る。その結果に基

づいて必要な措置を講ずる。

令和６年度地方分権改革提案:要介護認定に係る申請代行が可能な者の範囲の拡大

※現在、介護保険法においては、要介護認定の申請代行ができる者として以下の４つを指定している。

指定居宅介護支援事業者、地域密着型介護老人福祉施設、介護保険施設（介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院）、地域包括支援センター



要介護認定の申請代行に係る経緯と課題

【要介護認定の申請代行に係る経緯】
〇 平成12年度（介護保険法施行当初）
以下２類型のみが申請代行が可能であった。
・指定居宅介護支援事業者
・介護保険施設（現行では介護老人福祉施設・介護老人保健施設・介護医療院）

〇平成18年度（申請を代行できる者の範囲の見直し）
地域包括支援センターと地域密着型サービスの創設に伴い、以下２類型を追加した。併せて、申請代行できる
事業者の要件として施設基準に違反しない旨を定めた。
・地域密着型介護老人福祉施設
・地域包括支援センター

8

【関連する条文等】
介護保険法27条第１項

要介護認定を受けようとする被保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、申請書に被保険者証を添付して市町村に申請をしなければならない。この場合において、
当該被保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、第四十六条第一項に規定する指定居宅介護支援事業者、地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険施設であっ
て厚生労働省令で定めるもの又は第百十五条の四十六第一項に規定する地域包括支援センターに、当該申請に関する手続を代わって行わせることができる。

⇒ 要介護認定の申請代行に係る課題
〇 訪問介護等の居宅サービス事業者は申請を代行できないが、当該サービスの利用者は、本人が認定申請が困
難な場合、ケアマネジメント契約を交わしている指定居宅介護支援事業者や地域包括支援センターに申請代行
を依頼することができる。

〇 一方、認知症対応型共同生活介護等の介護支援専門員の配置が指定基準となっているサービスは、利用者の
ケアプランの作成等を行っている介護支援専門員が事業所内に存在するにも関わらず、当該サービス申請を代
行できない、という課題がある。
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要介護認定における申請代行の利用状況の推移

本人 地域包括支援センター 指定居宅介護支援事業者 介護保険施設 その他

（単位:件）

申請代行の推移

＊１:申請代行者に係る情報が介護保険総合データベースに入力されているデータに限り集計。
＊２:平成21年４月より市町村から厚生労働省に対して要介護認定に係るデータを送信することとしたため、データ送信体制が整っていない等の理由で平成21年度のデータは少ない。

また、平成30年３月まではデータの送信は努力義務。
＊３:令和元年度から令和４年度は、新型コロナウイルス感染症の発生に係る措置として、有効期間を最大12ヶ月延⾧できる特例を設けていたため更新申請の件数が減った。

4,104,8274,256,5433,877,2013,508,0163,189,8604,534,6974,174,8414,466,3284,470,2114,528,2444,422,8204,246,6133,829,6123,536,7003,332,08787,047代行件数

5,238,8655,447,4204,992,4514,507,8124,123,1775,791,1365,381,5515,726,1385,849,4855,957,8985,865,1125,663,9755,102,1264,717,0104,410,969118,480申請件数
78.4%78.1%77.7%77.8%77.4%78.3%77.6%78.0%76.4%76.0%75.4%75.0%75.1%75.0%75.5%73.5%代行割合

出典:介護保険総合データベース（令和７年５月集計）

（年度）



※１ 居宅介護（介護予防）・地域密着型（介護予防）サービスについては、サービス現物給付分のみのサービス別受給者数であり、国民健康保険団体連合会から提出されるデータを基にしたものである。
※２ 訪問介護、通所介護には、介護予防・日常生活支援総合事業として行う訪問型サービス、通所型サービスは含まない。
※３ 特定施設入居者生活介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、複合型サービスには、短期利用を含む。
※４ 施設介護サービスについては、同一月に２施設以上でサービスを受けた場合、施設ごとにそれぞれ受給者数を１人と計上する。
※５ 介護療養型医療施設については、過誤請求等により、廃止前の実績が計上される場合がある。

介護サービス受給者数
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受給者数（人）区分
1,079,604訪問介護

居宅介護(介護予防)
サービス
現物給付（12月サービス分）

65,063訪問入浴介護
806,950訪問看護
149,487訪問リハビリテーション

1,161,660居宅療養管理指導
1,180,966通所介護
601,399通所リハビリテーション
300,845短期入所生活介護
39,548短期入所療養介護（介護老人保健施設）
482短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
390短期入所療養介護（介護医療院）

2,753,871福祉用具貸与
280,587特定施設入居者生活介護
3,779,389介護予防支援・居宅介護支援
44,488定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービ
ス
現物給付（12月サービス分）

6,894夜間対応型訪問介護
423,298地域密着型通所介護
46,876認知症対応型通所介護
110,571小規模多機能型居宅介護
216,266認知症対応型共同生活介護
8,449地域密着型特定施設入居者生活介護
65,038地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
22,708複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
579,225介護老人福祉施設施設介護サービス

現物給付（12月サービス分）償還
給付（1月支出決定分）

341,893介護老人保健施設
9介護療養型医療施設

50,582介護医療院

出典:介護保険事業状況報告（月報）令和７年２月分

赤字:介護支援専門員の配置が指定基準となっているが、要介護認定の申請代行が可能とされていないサービス区分 青字:現在、要介護認定の申請代行が可能とされているサービス区分



要介護認定の申請代行の範囲に係る論点

〇 現在、以下の事業者が要介護認定の申請代行が可能となっている。
・指定居宅介護支援事業者
・地域密着型介護老人福祉施設
・介護保険施設（介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院）
・地域包括支援センター

〇 認定申請全体のうち、78.4％が代行により申請されていた（令和６年度実績）。認定申請は
その多くが申請代行により実施されている状況である。

○ 令和７年２月の介護保険事業状況報告から、申請代行が認められていないサービス種別（特定
施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能
型居宅介護、地域密着型特定施設入居者生活介護）について、一定程度受給者が存在する。

〇 認知症対応型共同生活介護などのサービスには介護支援専門員が配置されており、ケアプラン
作成などの業務を行っているが、要介護認定の申請代行が実施できる者として規定されていない。

現状・課題

11

以上の現状と課題を踏まえ、要介護認定の申請代行が可能な者の範囲について、どのような対
応が考えられるか。

論点



•主治医意見書の事前入手について
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規制改革実施計画（令和６年６月21日閣議決定）

事項名：デジタル、ＡＩ等を活用した要介護認定の迅速化及び科学的合理性の確保等

実施時期規制改革の内容

令和６年度以降令和９年度まで継続
的に措置

• 要介護認定の迅速性等に関する情報（申請から認定までの期間等）について、
全国集計、都道府県別、保険者別に毎年度厚生労働省ＨＰにおいて公表a

令和６年度措置• 要介護認定の調査及び審査の各段階について、各保険者が目指すべき目安と
なる期間の検討・設定b

令和６年度検討開始、令和８年度まで
に結論、令和９年度措置

• 介護認定審査会の簡素化対象の拡大、簡素化実施時の事務負担の軽減
• 介護認定審査会におけるＡＩの活用についてのモデル事業の実施c

令和６年度検討開始、令和８年度まで
に結論、結論を得次第速やかに措置

• 要介護認定申請者が申請前に主治医に主治医意見書を依頼して入手し、申
請時に提出することについて検討d

（前段）令和６年度上期措置
（後段）令和８年度までに結論、結論
を得次第速やかに措置

• がん等の疾病により心身の状態が急激に悪化する方について、迅速なサービス提
供に関する事務連絡の発出（5/31付けで発出済み）

• がん等の疾病により心身の状態が急激に悪化する方について、認定審査期間等
を毎年度調査・公表するとともに、医師の診断書の提出を要件に、がんの進行度
等に応じて速やかに認定を行う方法について検討

e

令和７年度以降令和９年度まで継続
的に措置

• 地方公共団体システムの標準化の進捗状況も踏まえ、例えば、主治医意見書
提出のデジタル化、介護認定審査会のオンライン開催及びペーパーレス化等、要
介護認定に関する業務のデジタル化を一層推進し、その進捗状況を公表

f

令和６年度検討開始、令和８年度まで
に結論、令和９年度措置

• 一次判定データについて、在宅介護、通所介護等の幅広い介護サービス利用者
のデータを追加しつつ、現行データを最新データに更新することも含め検討

• 認知症である利用者について、認定調査項目等の検討、必要に応じて見直し
g

令和７年度開始、令和９年度まで措置• 要介護認定におけるＡＩの活用について、必要な調査研究の実施h
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規制改革実施計画における指摘

令和６年規制改革実施計画において、以下の閣議決定がなされた。

※規制改革実施計画（令和６年６月21日閣議決定）抜粋）

「厚生労働省は、主治医意見書所要期間が平均２週間超（令和４年度下半期実績:平均約17.8日）であり、認定

調査所要期間（令和４年度下半期実績:平均約 11.1 日）に比べ⾧く、申請から一次判定までに期間を要する主

な要因となっていると考えられるとの指摘を踏まえ、要介護認定を迅速化し、また、保険者の事務負担を軽減す

る観点から、申請後に保険者が主治医に主治医意見書を依頼することに加えて、要介護認定申請者の意向に応じ、

要介護認定申請者が申請前に主治医に主治医意見書を依頼して入手し、申請時に提出することについて検討し、

結論を得次第、速やかに必要な措置を講ずる。」
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主治医意見書の入手に係る規定

第二十七条 要介護認定を受けようとする被保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、申請書に被保険者証を
添付して市町村に申請をしなければならない。この場合において、当該被保険者は、厚生労働省令で定めるところ
により、第四十六条第一項に規定する指定居宅介護支援事業者、地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険施
設であって厚生労働省令で定めるもの又は第百十五条の四十六第一項に規定する地域包括支援センターに、当該申
請に関する手続を代わって行わせることができる。

２（略）
３市町村は、第一項の申請があったときは、当該申請に係る被保険者の主治の医師に対し、当該被保険者の身体上又
は精神上の障害の原因である疾病又は負傷の状況等につき意見を求めるものとする。ただし、当該被保険者に係る
主治の医師がないときその他当該意見を求めることが困難なときは、市町村は、当該被保険者に対して、その指定
する医師又は当該職員で医師であるものの診断を受けるべきことを命ずることができる。

【介護保険法】

3 主治医の意見の聴取
要介護認定申請を受理した市町村は、審査対象者の主治医(当該調査対象者の主治医がいない場合は、市町村の

職員たる医師又は市町村が指定する医師。以下同じ。)に対し、別途老人保健課⾧名で通知する「主治医意見書記
入の手引き」に従って、別添3に示す主治医意見書への意見の記載を求め、記載された主治医意見書を回収する。

【要介護認定等の実施について（平成21年９月30日老健局⾧通知※1,2）

介護保険法においては、市町村が主治の医師に対し意見を求める旨を規定しているのみであるため、申請者が申請
前に主治医意見書を入手することは妨げられていないが、要介護認定の事務処理手続きについて示している通知（老
健局⾧通知）においては、市町村が主治医意見書への意見の記載を求め、回収する旨が記載されている。
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※1 本通知は、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百四十五条の四第一項に基づく技術的助言に該当する。
※2 介護保険法施行当初の通知（平成11年7月26日老健局⾧通知）にも同様の記載がある。



市町村が採用している主治医意見書の提出方法

出典:令和５年度老人保健健康増進等事業「要介護認定情報のデジタル化・電送化に関する調査研究事業」（株式会社エヌ・ティ・ティデータ経営研究所）

主治医意見書が保険者に提出される際の方法について調査を行ったところ、92.3％の市町村が主治
医へ直接依頼し回収する方法を採用していたが、7.5％の市町村において、申請者があらかじめ主治
医へ意見書の作成を依頼しており、さらに2.9%の市町村では申請者から意見書を提出していた。
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n=1,207

■主治意見書が保険者に提出される際のフロー

（無回答を除く）

パターン２・３の合計:７．５％92.3%

4.6%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

割合

市町村が主治医に直接依頼し、主治医から市町村へ直接送付する

申請者が主治医にあらかじめ依頼しておき、主治医から市町村に提出する。

申請者が主治医にあらかじめ依頼しておき、主治医から申請者を経由して提出する



主治医意見書の事前入手に係る対応（案）

○ 令和６年規制改革実施計画において、要介護認定申請者が申請前に主治医に対して意見書を依
頼して入手し、申請時に提出することについて検討することが閣議決定された。

○ 介護保険法においては、申請者が申請前に主治医意見書を入手することは妨げられていないが、
要介護認定の事務処理手続きについて示している通知においては、市町村が主治医意見書への意
見の記載を求め、回収する旨が記載されている。

○ 市町村への調査では、申請者があらかじめ主治医へ意見書の作成を依頼し、申請者から意見書
を提出する運用を行っている市町村が存在していた。

現状・課題

○ 要介護認定申請時における主治医意見書の入手方法について、
・介護保険法の規定は、申請前に主治医意見書を入手することを妨げるものではないこと
・申請前にあらかじめ意見書の作成を依頼する運用を行っている市町村があること
を踏まえ、地域の実情に応じて、意見書の事前入手も可能である旨を明確化することとしてはど
うか。

○ その際、申請者が主治医意見書を事前に入手する方法はあくまでも提出方法の一つであり、
・申請者が主治医意見書を市町村に提出することが、申請の前提条件ではないこと
・各市町村においてどのように主治医意見書の提出方法について運用するかは、関係団体との調
整等も踏まえ検討いただきたいこと
を併せて周知することとしてはどうか。

○ なお、介護情報基盤の運用開始に伴い、主治医意見書の電子的提出が可能になることで、医療
機関と市町村の負担軽減や郵送の省略がなされるため、介護情報基盤を通じた情報の共有を進め
ていくことが必要ではないか。

対応（案）
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